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How can corporations contribute to the Sustainable Development Goals?








































と人権に関する指導原則（2008 年）などを経て、2010 年には ISO26000（社会的責任に関する手


































　表 1 は、SDGsの 17 目標が消費者の権利又は利益とはどのような関係にあるかについて
UNCTAD（2017）を基にまとめたものである。
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有できる（GRI et al., 2016）。
　Business and Sustainable Development Commission（2017）は、上記①に関連するビジネス
チャンスについて、SDGsにおける「食料・農業」、「都市」、「エネルギーと材料」、「健康と福祉」
の 4分野で 2030 年までに 12 兆ドル（世界の GDPの約 10％）の市場拡大を予想している。また、
真の環境コストを汚染者が支払う（外部負経済を内部化する）ための炭素価格を導入すると、そ


























































































リップスの目標は、2025 年までに世界の 30 億人（このうち、特に医療サービスが十分受けられ

















　気候変動の経済的影響に関する先行研究 27 件を分析した Tol（2018）によると、1.0℃くらいま
での気温上昇は経済的に正の効果があると試算されるが、1.0℃を超えると急激に負の影響が出
てくる。気温が 6℃上昇した場合の経済的被害の中央値は GDPの 5％減であるが、95％の信用区
間では最大約 20％減となる。つまり、安全サイドに立った場合の経済的被害は GDPの 5～20％
と考えることができる。一方、IPCC特別レポート（2018）では、21 世紀中の気温上昇を 1.5℃未
満とするためには 2016-2035 年に世界の GDPの 2.5％の投資が必要とした。




















全国的な排出量取引制度を 2020 年から開始する（Reuter, 2019）。しかし、現状の炭素価格のレ
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評価し、認証を行っている。2019 年 9 月現在で SBTの設定を表明した企業は 645 社、そのうち
268 社が SBTとして認証された 1）。
　リーヴァイ・ストラウスは、利益、人材、製品を活用し、平等を擁護し、脆弱なコミュニティ
を支援し、地球のより持続可能な未来を構築することを目的としている。2025年の CO2 排出量は





　RE100 は、事業で用いる電力を（遅くとも 2050 年までに）100％再生可能エネルギーとするこ







としており、2017 年 5 月に策定した中長期環境ビジョン FUJITSU Climate and Energy Vision
においては 2050 年までに自らの CO2 ゼロエミッション（中間目標として 2030 年までに 40％削


















































Stewardship Council：木材・製品）、海洋管理協議会（Marine Stewardship Council：天然魚）、

















ている。同社は、持続可能性のための長期計画「プラン A」を作成し、① 2025 年までに 1000 の
コミュニティの変革を支援する、② 1000 万人に幸せと健康な食事を提供する、③廃棄物をゼロと










































































1 ）SBTiホームページ　https://sciencebasedtargets.org/ （2019 年 9 月 22 日確認）
2）RE100 ホームページ　http://there100.org/ （2019 年 9 月 23 日確認）
3）ソニーホームページ
　　https://www.sony.co.jp/SonyInfo/csr_report/environment/management/vision.html（ 2019 年 9 月 28
日確認）
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